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2 0 2 6 年 7 月 7 日 

企業会計基準委員会 

 

改正企業会計基準第 27 号 
「法人税等に関する会計基準」等の公表 
 
公表にあたって 
改正前の企業会計基準第 27号「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（以下、

企業会計基準第 27号のことを「法人税等会計基準」という。また、以下、2026年改正前の

法人税等会計基準のことを「2026 年改正前基準」という。）は、具体的な税金を挙げて、当

該税金について規定する税法を参照することにより適用対象となる税金を特定して会計処

理及び開示について定めていたことから、個別の税金の創設を受けて都度改正を行ってき

ました。この点、2024 年年次改善プロジェクトの審議の過程において、その適用対象とな

る税金に関して、原則的な定めを置き具体的な税金を特定しない方法に見直すことを検討

してはどうかとの意見が聞かれました。これを受けて、当委員会は、2024年 11月の公開草

案「2024年年次改善プロジェクトによる企業会計基準等の改正（案）」（以下「2024年年次

改善プロジェクト公開草案」という。）の公表時に、法人税等会計基準の適用対象となる税

金を特定する方法を見直すことについて、市場関係者からコメントを募集したところ、見直

しを概ね支持するコメントが寄せられました。 

また、当委員会は、防衛特別法人税が 2026年 4月 1日以後に開始する事業年度から課さ

れることとされていたことを受けて、2025年 2月に補足文書「2025年 3月期決算における

令和 7 年度税制改正において創設される予定の防衛特別法人税の税効果会計の取扱いにつ

いて」（以下「防衛特別法人税補足文書」という。）を公表しました。防衛特別法人税補足文

書では、令和 7年度税制改正に係る「所得税法等の一部を改正する法律」の成立後、防衛特

別法人税の創設に対応した会計基準等の改正を行う予定であるとしていました。防衛特別

法人税のような新たな税金の創設に対応した会計基準等の改正を行う場合、2026 年改正前

基準の適用対象となる税金の定め方に従えば、法人税等会計基準に個別の定めを追加する

こととなり、現行の税制改正のスケジュールに鑑みると、税制改正から適用までの短期間で

会計基準等の改正を行う必要があると考えられます。 

この点につき、当委員会は、法人税等会計基準等の適用対象となる税金を定める方法の見

直しを行うことを新規テーマとすることについて、企業会計基準諮問会議に対して検討を

要請しました。これを受けて、2025 年 3 月に開催された第 543 回企業会計基準委員会にお

いて、企業会計基準諮問会議より、「法人税等会計基準等の見直し」について検討すること

が当委員会に提言されました。当委員会は、2025 年 5 月より、法人税等会計基準の適用対

象となる税金に関する原則的な定めを置くことに関して審議を開始し、検討を重ねてまい

りました。 
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今般、2026年 6月 29日開催の第 580回企業会計基準委員会において、以下の企業会計基

準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針（以下合わせて「本会計基準等」と

いう。）の公表を承認しましたので、本日公表いたします。なお、審議の内容に鑑み、企業

会計基準第 27号の名称を「法人税等に関する会計基準」と改称しております。 

 

 改正企業会計基準第 27号「法人税等に関する会計基準」（以下「改正法人税等会計

基準」という。） 

 改正企業会計基準適用指針第 28号「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（以下

「改正税効果適用指針」という。） 

 改正実務対応報告第 42号「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に

関する取扱い」（以下「改正実務対応報告第 42号」という。） 

 改正移管指針第 6号「連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書の作成に関

する実務指針」（以下「改正キャッシュ・フロー実務指針」という。） 

 企業会計基準第 43 号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正（その 3）」（以

下「税効果会計基準一部改正」という。） 

 企業会計基準第 44号「『連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準』の一部改正

（その 4）」（以下「キャッシュ・フロー作成基準一部改正」という。） 

 

本会計基準等につきましては、2026 年 1 月 9 日に公開草案を公表し、広くコメント募集

を行った後、当委員会に寄せられたコメントを踏まえて検討を行い、公開草案の内容につい

て一部修正を行った上で公表するに至ったものです。 

 

また、本会計基準等が適用される際に、実務に資するための情報を提供することを目的と

して、補足文書「我が国における課税対象利益を基礎とする税金及び税効果会計における税

率に関する取扱いについて」（以下「本補足文書」という。）を本日公表いたします。 
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本会計基準等の概要 
以下の概要は、本会計基準等の内容を要約したものです。 

 

 目的及び範囲（改正法人税等会計基準第 1項、第 2項、第 2-2項及び第 27-2項から第

27-7項） 

2026年改正前基準は、法人税、地方法人税、住民税、事業税及び特別法人事業税を「法

人税、住民税及び事業税等」と総称して、我が国の法令に従い納付する税金のうち主とし

て法人税、住民税及び事業税等に関する会計処理及び開示を定めていた。 

改正法人税等会計基準では、法人税、地方法人税、住民税、事業税及び特別法人事業税

の基準法人所得割額（地方税法の規定により計算した所得割額（税率については地方税法

に規定する標準税率による。））によって課すものについて、基本的には、所得を対象とし

て課される税金という性質を有するものであることを考慮し、かつ、国際的な会計基準に

おける法人所得税の定義等を参考にして、法人税その他の課税対象利益を基礎とする税

金に関する会計処理及び開示を定めることとした。 

加えて、改正法人税等会計基準では、2024 年年次改善プロジェクト公開草案の公表時

に行ったコメント募集において、2026 年改正前基準から適用範囲を変更しないことを求

める意見もあったことを踏まえて、2026 年改正前基準で取り扱われていた住民税（均等

割）、事業税（付加価値割）、事業税（資本割）並びに受取利息及び受取配当金等に課され

る源泉所得税等に関する会計処理及び開示について、適用範囲に含めることとした。 

在外支店等の財務諸表は親会社又は国内子会社の個別財務諸表に取り込まれ、在外支

店等の利益は親会社又は国内子会社の個別財務諸表に計上されることから、親会社又は

国内子会社の在外支店等が所在地国の法令に従い納付する税金で課税対象利益を基礎と

する税金に該当するものは、改正法人税等会計基準を適用することとなると考えられる。

他方で、親会社及び国内子会社が外国の法令に従い納付する税金の中には、我が国の法人

税法等における外国税額控除の対象となるものがあるため、親会社及び国内子会社が外

国の法令に従い納付する税金で課税対象利益を基礎とする税金に該当しないものについ

て定めを置くこととした。 

 

 用語の定義（改正法人税等会計基準第 4項(1)及び(2)並びに第 28-2項から第 28-5項） 

（内容） 

改正法人税等会計基準では、次のとおり用語の定義を行うこととした。 

(1)  「課税対象利益」とは、課税当局の定めに従って算定された特定の事業年度の利

益であり、当該利益を対象として税金が課されるものをいう。 

(2)  「課税対象利益を基礎とする税金」とは、課税対象利益を基礎として、課税当局

の定めに従って算定された税金及びその付加税をいう。 

この結果、後述するように、課税対象利益を基礎とする税金に該当するものと該当し
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ないものについて、それぞれ別々の定めを置くこととした。 

（理由） 

課税対象利益については、国際的な会計基準における定義を参考とした定義とする

こととした。課税対象利益は、課税年度の法人所得に対して課される税金の課税標準と

なるものである。 

課税対象利益を基礎とする税金については、国際的な会計基準における定義を参考

に、課税対象利益に対して課される税金のみならず当該税金に対する付加税について

も包含するものとし、特定の税金の名称や用語に囚われないより汎用性の高いものと

することとした。 

 

 会計処理 

 課税対象利益を基礎とする税金の会計処理（改正法人税等会計基準第 5 項から第 8-

2項及び第 29-13項） 

2026 年改正前基準では、課税対象利益を基礎とする税金に該当するものとそうでな

いものを一括して会計処理を定めていた。これに対し、改正法人税等会計基準では、ま

ず課税対象利益を基礎とする税金について定めを置き、住民税（均等割）、事業税（付

加価値割）及び事業税（資本割）については、別途定めを置くこととした。この際、課

税対象利益を基礎とする税金の会計処理については、2026 年改正前基準の考え方を踏

襲した上で、文言の見直しを行うこととした。 

 

 課税対象利益を基礎とする税金に該当しないものの会計処理 

・ 住民税（均等割）、事業税（付加価値割）及び事業税（資本割）の会計処理（改正法

人税等会計基準第 8-3項及び第 29-14項） 

改正法人税等会計基準では、2026 年改正前基準の考え方を踏襲し、当事業年度の住

民税（均等割）、事業税（付加価値割）及び事業税（資本割）については、法令を適用

して算定した額を損益に計上することとした。また、住民税（均等割）、事業税（付加

価値割）及び事業税（資本割）の更正等による追徴税額及び還付税額については、改正

法人税等会計基準第 6項から第 8項までに準じて処理することとした。 

なお、後述するように、表示については 2026年改正前基準とは異なり、「法人税等」

に含めず、その内容に応じた適切な表示区分に表示することとした。 

 

・ 受取利息及び受取配当金等に課される源泉所得税等の会計処理（改正法人税等会計

基準第 8-4項及び第 29-15項） 

改正法人税等会計基準では、受取利息及び受取配当金等に課される源泉所得税等の

額については、後述するように、「法人税等」に表示又は「法人税等」に含めずその内

容に応じた適切な表示区分に表示することとなると考えられることから、会計処理と
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しては、損益に計上することとした。 

 

・ 親会社及び国内子会社が外国の法令に従い納付する税金で課税対象利益を基礎とす

る税金に該当しないものの会計処理（改正法人税等会計基準第 8-5 項及び第 29-16

項） 

改正法人税等会計基準では、親会社及び国内子会社が外国の法令に従い納付する税

金で課税対象利益を基礎とする税金に該当しないものの額については、後述するよう

に、「法人税等」に表示又は「法人税等」に含めずその内容に応じた適切な表示区分に

表示することとなると考えられることから、会計処理としては、損益に計上することと

した。 

 

 開 示 

 課税対象利益を基礎とする税金の表示（改正法人税等会計基準第 9項、第 15項、第

40-4項及び第 40-5項） 

改正法人税等会計基準では、2026 年改正前基準の考え方を踏襲した上で、表示科目

の例についての記述を見直し、損益に計上する課税対象利益を基礎とする税金の額は、

損益計算書の税引前当期純利益（又は損失）の次に、「法人税等」などの適切な科目を

もって表示することとした。 

 

 課税対象利益を基礎とする税金に該当しないものの表示 

・ 住民税（均等割）、事業税（付加価値割）及び事業税（資本割）の表示（改正法人税

等会計基準第 18-2項、第 18-3項、第 40-6項及び第 40-7項） 

住民税（均等割） 

2026 年改正前基準は、住民税（均等割）について、損益計算書の税引前当期純利益

（又は損失）の次に、「法人税、住民税及び事業税」等の適切な科目をもって表示する

取扱い（以下「改正前の取扱い」という。）としていた。これに対し、住民税（均等割）

は課税対象利益を基礎とする税金に該当しないと考えられるため、改正法人税等会計

基準では、改正前の取扱いとは異なり、損益に計上する当事業年度の住民税（均等割）

は、損益計算書の「法人税等」に含めず、その内容に応じた適切な表示区分に表示する

こととした。 

また、貸借対照表においては、納付されていない税額は、更正等による追徴税額のう

ち納付されていない税額を含め、「未払法人税等」以外のその内容に応じた適切な科目

をもって表示し、還付税額のうち受領されていない税額は、更正等による還付税額のう

ち受領されていない税額を含め、「未収還付法人税等」以外のその内容に応じた適切な

科目をもって表示することとした。ただし、納付されていない税額又は還付税額のうち

受領されていない税額の重要性が乏しい場合、「未払法人税等」又は「未収還付法人税
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等」にそれぞれ含めて表示することができることとした。 

事業税（付加価値割）及び事業税（資本割） 

2026年改正前基準は、事業税（付加価値割）及び事業税（資本割）については、原則

として損益計算書の販売費及び一般管理費として表示することとしていた。これに対

し、事業税（付加価値割）及び事業税（資本割）の適切な表示は、損益計算書の販売費

及び一般管理費として表示するものに限らないと考えられることから、改正法人税等

会計基準では、損益に計上する当事業年度の事業税（付加価値割）及び事業税（資本割）

は、「法人税等」に含めず、その内容に応じた適切な表示区分に表示することとした。 

また、貸借対照表においては、納付されていない税額は、更正等による追徴税額のう

ち納付されていない税額を含め、「未払法人税等」以外のその内容に応じた適切な科目

をもって表示し、還付税額のうち受領されていない税額は、更正等による還付税額のう

ち受領されていない税額を含め、「未収還付法人税等」以外のその内容に応じた適切な

科目をもって表示することとした。ただし、納付されていない税額又は還付税額のうち

受領されていない税額の重要性が乏しい場合、「未払法人税等」又は「未収還付法人税

等」にそれぞれ含めて表示することができることとした。 

 

・ 受取利息及び受取配当金等に課される源泉所得税等の表示（改正法人税等会計基準

第 18-4 項、第 18-5項及び第 40-8項から第 40-12項） 

（内容） 

2026 年改正前基準は、受取利息及び受取配当金等に課される源泉所得税のうち法人

税法等に基づき税額控除の適用を受けない税額は、損益計算書の営業外費用として表

示することを原則としていた。これに対し、改正法人税等会計基準では、受取利息及び

受取配当金等に課される源泉所得税等の額を税額控除の対象となる税額と対象となら

ない税額とに区分し、それぞれ以下の取扱いとすることとした。 

税額控除の対象となる税額 

改正法人税等会計基準では、損益に計上する受取利息及び受取配当金等に課される

源泉所得税等の額のうち税額控除の対象となる税額については、次のとおり取り扱う

こととした。 

(1)  税額控除を選択する場合、損益計算書の「法人税等」に含めて表示する。 

(2)  税額控除を選択しない場合、損益計算書の「法人税等」に含めず、その内容に応

じた適切な表示区分に表示する。 

税額控除の対象とならない税額 

改正法人税等会計基準では、損益に計上する受取利息及び受取配当金等に課される

源泉所得税等の額のうち税額控除の対象とならない税額については、損益計算書の「法

人税等」に含めず、その内容に応じた適切な表示区分に表示することとした。 

（理由） 
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税額控除の対象となる税額 

受取利息及び受取配当金等に課される源泉所得税等は、利益に対して課されるもの

ではないため課税対象利益を基礎とする税金に該当しないと考えられるが、源泉所得

税等を法人税の前払いとして清算を行うことが税額控除の趣旨とされており、また、課

税対象利益を基礎とする税金については、株主資本又はその他の包括利益に対して課

されるものを除き、納付済みの額に納付予定の額を加算した額（又は還付が見込まれる

額を減算した額。これには税務上の欠損金の繰戻しにより還付を請求する額及び税額

控除の際に法人税額等から控除しきれないことにより還付される額を含む。以下同じ。）

を法令を適用して算定し、損益に計上することを考慮すると、受取利息及び受取配当金

等に課される源泉所得税等の額のうち税額控除の対象となる税額について、税額控除

を選択する場合には、損益計算書の税引前当期純利益（又は損失）に対応する法人税等

が計上されるように表示することが考えられる。 

一方、税額控除を選択しない場合には、当該源泉所得税等は、受取利息及び受取配当

金等を獲得するための費用とみることができると考えられるため、損益計算書の「法人

税等」に含めず、その内容に応じた適切な表示区分に表示することが考えられる。 

税額控除の対象とならない税額 

受取利息及び受取配当金等に課される源泉所得税等の額のうち税額控除の対象とな

らない税額についても、当該源泉所得税等は、受取利息及び受取配当金等を獲得するた

めの費用とみることができると考えられるため、損益計算書の「法人税等」に含めず、

その内容に応じた適切な表示区分に表示することが考えられる。 

 

・ 親会社及び国内子会社が外国の法令に従い納付する税金で課税対象利益を基礎とす

る税金に該当しないものの表示（改正法人税等会計基準第 18-7 項から第 18-9 項及

び第 40-13項から第 40-24項） 

（内容） 

2026 年改正前基準は、外国法人税のうち法人税法等に基づき税額控除の適用を受け

ない税額は、その内容に応じて適切な科目に表示する（外国子会社（法人税法第 23条

の 2）からの受取配当金等に課される外国源泉所得税のうち法人税法等に基づき税額控

除の適用を受けない税額は、「法人税、住民税及び事業税」等の適切な科目に含めて表

示する。）としていた。これに対し、改正法人税等会計基準では、親会社及び国内子会

社が外国の法令に従い納付する税金で課税対象利益を基礎とする税金に該当しないも

のの額を税額控除の対象となる税額と対象とならない税額とに区分し、それぞれ以下

の取扱いとすることとした。 

税額控除の対象となる税額 

改正法人税等会計基準では、損益に計上する親会社及び国内子会社が外国の法令に

従い納付する税金で課税対象利益を基礎とする税金に該当しないものの額のうち、税
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額控除の対象となる税額については、次のとおり取り扱うこととした。 

(1)  税額控除を選択する場合、損益計算書の「法人税等」に含めて表示する。 

(2)  税額控除を選択しない場合、損益計算書の「法人税等」に含めず、その内容に応

じた適切な表示区分に表示する。 

税額控除の対象とならない税額 

改正法人税等会計基準では、損益に計上する親会社及び国内子会社が外国の法令に

従い納付する税金で課税対象利益を基礎とする税金に該当しないものの額のうち、税

額控除の対象とならない税額については、損益計算書の「法人税等」に含めず、その内

容に応じた適切な表示区分に表示することとした。 

これにかかわらず、外国子会社配当益金不算入制度の適用を受ける外国子会社から

受ける配当に係る外国源泉所得税の額は、「法人税等」に含めて表示することとした。 

（理由） 

税額控除の対象となる税額 

外国税額控除により国際的な二重課税が排除されることに着目し、また、課税対象利

益を基礎とする税金については、株主資本又はその他の包括利益に対して課されるも

のを除き、納付済みの額に納付予定の額を加算した額を法令を適用して算定し、損益に

計上することを考慮すると、親会社及び国内子会社が外国の法令に従い納付する税金

で課税対象利益を基礎とする税金に該当しないものの額のうち、税額控除の対象とな

る税額について、税額控除を選択する場合には、損益計算書の税引前当期純利益（又は

損失）に対応する法人税等が計上されるように表示することが考えられる。 

一方、税額控除を選択しない場合には、損益計算書の「法人税等」に含めず、その内

容に応じた適切な表示区分に表示することが考えられる。 

税額控除の対象とならない税額 

親会社及び国内子会社が外国の法令に従い納付する税金で課税対象利益を基礎とす

る税金に該当しないものの額のうち、税額控除の対象とならない税額については、税金

の種類は多様であると考えられるため、損益計算書の「法人税等」に含めず、その内容

に応じた適切な表示区分に表示することが考えられる。 

ただし、外国子会社配当益金不算入制度の適用を受ける外国子会社から受ける配当

に係る外国源泉所得税の額について、連結財務諸表の観点からは、当該外国源泉所得税

の額は、連結財務諸表に計上された利益に由来するものと考えられるため、課税対象利

益を基礎とする税金に該当すると考えられ、また、親会社の個別財務諸表の表示につい

ては、2026 年改正前基準の取扱いを踏襲して連結財務諸表における表示と合わせるこ

ととし、連結財務諸表と親会社の個別財務諸表ともに、「法人税等」に含めて表示する

ことが考えられる。 

 

 税効果会計の対象となる税金（改正税効果適用指針第 4 項(2)及び第 91 項並びに税効
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果会計基準一部改正第 2項、BC2項及び BC3項） 

税効果会計基準一部改正による一部改正前の「税効果会計に係る会計基準」（1998 年 10

月 企業会計審議会）（以下「税効果会計基準」という。）及び同注解では、法人税その他

利益に関連する金額を課税標準とする税金が「法人税等」とされており、法人税等には、

法人税のほか、都道府県民税、市町村民税及び利益に関連する金額を課税標準とする事業

税が含まれるとされていた。 

改正法人税等会計基準において「課税対象利益を基礎とする税金」を定義したことを受

け、税効果会計基準一部改正では、税効果会計基準の「第一 税効果会計の目的」の定め

を改正し、法人税その他の課税対象利益を基礎とする税金を「法人税等」とした。 

改正税効果適用指針では、税効果会計基準一部改正にあわせて法人税等の定義を見直

したが、法人税等に該当する税金は従来と同様であり、税効果会計の対象となる税金に関

して変更を意図するものではない。 

 

 法定実効税率の定義の見直し等（改正税効果適用指針第 4 項(11)から(13)、第 46 項、

第 47項、第 74-3項及び第 150-3項） 

改正税効果適用指針では、法定実効税率の定義に関して具体的な税金の名称を使用し

た算式を削除し、代わりに「課税対象利益に対する法令上規定された税率に基づく税負担

の比率」とすることとした。あわせて、国税及び地方税の定義を置くとともに、繰延税金

資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率の定めにつき、課税主体に着目した税金の分

類により文言の見直しを行った。 

また、改正税効果適用指針では、改正前の企業会計基準適用指針第 28号「税効果会計

に係る会計基準の適用指針」の設例のうち、法定実効税率の算定に関する設例（設例 10）、

及び改正地方税法等が決算日以前に成立し、当該改正地方税法等を受けた改正条例が当

該決算日に成立していない場合の法定実効税率の算定に関する設例（設例 11）を削除し、

後述のとおり、補足文書において示すこととした。 

 

 改正実務対応報告第 42 号における記述の見直し等（改正実務対応報告第 42 号第 2 項

及び第 36-2項） 

改正実務対応報告第 42号では、改正法人税等会計基準において、その適用対象となる

税金の定め方の見直しを行ったことを受け、グループ通算制度の対象とされている税金

に関する記述について見直しを行うこととした。 

また、改正実務対応報告第 42号では、改正前の実務対応報告第 42号「グループ通算制

度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」の設例のうち、繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算に用いる税率に関する設例（設例 5）を削除し、後述のとおり、補足

文書において示すこととした。 
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 キャッシュ・フロー計算書における住民税（均等割）の取扱い（改正キャッシュ・フロ

ー実務指針第 10項及び第 35-2項） 

改正キャッシュ・フロー実務指針では、改正法人税等会計基準において住民税（均等割）

の損益計算書における表示に関して事業税（付加価値割）及び事業税（資本割）と整合的

に取り扱うこととしたため、キャッシュ・フロー計算書においても、住民税（均等割）は

｢営業活動によるキャッシュ・フロー｣に含まれるキャッシュ・フローではあるが、事業税

（付加価値割）及び事業税（資本割）と同様に「法人税等の支払額」に含めてはならない

こととした。あわせて、キャッシュ・フロー作成基準一部改正において、「連結キャッシ

ュ・フロー計算書等の作成基準」（1998 年 3 月 企業会計審議会）の定めを改正し、法人

税その他の課税対象利益を基礎とする税金を「法人税等」とすることとした（キャッシュ・

フロー作成基準一部改正第 2項及び BC2項）。 

 

 適用時期及び経過措置 

 適用時期（改正法人税等会計基準第 20-7項及び第 47項、改正税効果適用指針第 65-

6項、改正実務対応報告第 42号第 33-2項、改正キャッシュ・フロー実務指針第 26-

9項、税効果会計基準一部改正第 5項及び BC6項並びにキャッシュ・フロー作成基準

一部改正第 3項及び BC3項） 

（内容） 

本会計基準等では、適用時期について次のとおり定めることとした。 

(1)  2028 年 4月 1日以後開始する連結会計年度及び事業年度の期首から適用する。 

(2)  ただし、公表日以後開始する連結会計年度及び事業年度の期首から適用するこ

とができる。 

（理由） 

主として住民税（均等割）の表示が変更になることで各段階利益に影響があることか

ら、一定の周知期間又は準備期間が必要となると考えられる。この点、3 月 31 日を決

算日とする企業において、本会計基準等の公表から適用まで少なくとも 1 連結会計年

度又は 1 事業年度を超える期間を確保するため、本会計基準等は、2028 年 4 月 1 日以

後開始する連結会計年度及び事業年度の期首から適用することとした。 

また、早期適用への一定のニーズがあると考えられることから、早期適用を認めるこ

ととした。 

 

 経過措置（改正法人税等会計基準第 20-8項、第 20-9項及び第 48項並びに改正キャ

ッシュ・フロー実務指針第 26-10項及び第 51項） 

（内容） 

本会計基準等では、本会計基準等の適用初年度において、本会計基準等を適用するこ

とによりこれまでの会計処理と異なることとなる場合、適用初年度の期首より前に新
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たな会計方針を遡及適用した場合の適用初年度の累積的影響額を適用初年度の期首の

利益剰余金に加減し、当該期首から新たな会計方針を適用することができることとし

た。 

また、企業会計基準第 24号「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（以下「企業会計基準第 24号」という。）第 14項の定めにかかわらず、適

用初年度の比較情報について、新たな表示方法に従い組替えを行うことを要しないこ

ととした。 

（理由） 

本会計基準等の適用により、例えば住民税（均等割）について、2026 年改正前基準

の取扱いとは異なり、「法人税等」に含めず、その内容に応じた適切な表示区分に表示

することとなるほか、製造原価等に影響を与える場合は、棚卸資産及び売上原価等の金

額に影響があることも考えられる。期間比較の観点からは、これまでの取扱いから変更

となるため、新たな会計方針を過去の期間のすべてに遡及適用することが望ましいと

考えられる。 

ただし、住民税（均等割）に係る影響を含め本会計基準等の適用による影響は、企業

会計基準第 24 号第 35 項の重要性に照らした検討を行えば、多くの場合に新たな会計

方針を過去の期間のすべてに遡及適用することを行わないとの結論に至るものと想定

される。これらを踏まえて検討した結果、経過措置として、重要性にかかわらず新たな

会計方針を過去の期間のすべてに遡及適用することは要しないこととして、適用初年

度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の適用初年度の累積的影響額を

適用初年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首から新たな会計方針を適用できる

こととした。 

また、同様に検討した結果、適用初年度の比較情報について、新たな表示方法に従い

組替えを行うことを要しないこととした。 

 

本補足文書の概要 
（公表目的） 

本補足文書は、本会計基準等が適用される際に、実務に資するための情報を提供するこ

とを目的としており、企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針

（以下「企業会計基準等」という。）を追加又は変更するものではなく、企業会計基準等

の適用にあたって参考となる文書である。 

（内容） 

次の項目を公表している。 

(1)  我が国における課税対象利益を基礎とする税金 

(2)  法定実効税率の算定 

(3)  住民税（法人税割）、事業税（所得割）などの地方税についての繰延税金資産及
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び繰延税金負債の計算に用いる税率 

(4)  グループ通算制度を適用する場合における繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に用いる税率 

上記(2)から(4)に関連して、本補足文書の別紙 1 から別紙 3 において、税効果会計に

おける税率に関する取扱いについて示しており、防衛特別法人税の創設を反映したもの

としている。 

（公表理由） 

2024 年年次改善プロジェクト公開草案の公表時のコメント募集において、我が国の会

計基準等は、我が国の税制等の周辺諸制度にきめ細かく対応されるべきであるという意

見が寄せられたことを踏まえて、2026 年改正前基準等に定められていた個別の税金ごと

の具体的な取扱いは補足文書において示すこととし、税制改正によって個別の税金の創

設又は廃止が行われたときであっても、企業会計基準等の改正を行うことなく、補足文書

の変更により機動的に対応することとしたため、本補足文書を公表することとした。 
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